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あらまし  都市空間における近い将来の犯罪発生リスクを予測する地理的犯罪予測において，犯罪を促進・抑止
する要因を予測変数として加えることは，通常容易ではない．本研究では，犯罪に関連する要因を重ね合わせる

ことで予測する Risk Terrain Modeling を用い，これに人の流れデータを適用したものである．車上狙い，および
部品狙いの発生を駐車場・コインパーキング，コンビニエンスストア，道路の分布から予測するモデルに対し，

これに通行量の多寡を示すものとしての人の流れデータ，および地区の社会経済的地位としての世帯年収推計デ

ータを加えることで，予測精度が 1.4倍程度向上した． 
キーワード  犯罪予測，地理的犯罪分析，Risk Terrain Modeling，人の流れデータ，パーソントリップ調査

1. はじめに

1.1. 地理的犯罪予測と犯罪促進要因

一つの市の中の街区，あるいは通りといった詳細な

空間単位，かつ月ごと～日ごとといった時間単位で，

将来の犯罪発生リスクを予測する地理的な犯罪予測が，

近年欧米を中心に研究・開発の対象となっている [1]．  
そうした手法の一つである Risk Terrain Modeling

（RTM）は，ラトガース大学犯罪学部，および公共安

全センターの Joel Caplan らが開発したものである．

RTM は，犯罪と関連する都市のリスク要因をマッピン

グし，重ね合わせることで，犯罪リスクの高いエリア

を予測する．たとえば，Caplan et al. (2011) [2]では，発

砲事案の発生リスクを「ギャング構成員の住居」，「薬

物事案の逮捕のあった場所」，「バーや酒店などの商業

施設」の分布を用いて予測している．  
この RTM について，大山・雨宮  (2017)[3]は，福岡

県のある都市で発生した車上狙い・部品狙い（以下，

車上狙い等）について，「駐車場・コインパーキング」，

「コンビニエンスストア」，「道路」の分布状況を用い

て予測を行った．他の犯罪予測手法と比較したところ，

RTM の予測精度は，他手法を最大で 2 倍程度上回る結

果となり，日本における地理的犯罪予測において，当

該手法の一定の有用性が確認された．  
この分析では，車上狙い等の予測変数として，駐車

場等の施設分布状況が用いられたが，これらは物理的

な構築環境を示すと同時に，犯罪学上では，車上狙い

等の Crime generators [4] ,[5]，すなわち「犯罪を生み出す

場所」 [6]と表現される．これは，潜在的な被害対象が

多く集まる場所を指し，犯行対象が多いという理由か

ら，その分だけ多くの犯罪被害を生み出す結果となる． 
一方で，同種の施設でも，その立地や管理水準によ

り，犯罪発生リスクが異なる可能性が考えられる．た

とえば，同じ規模の駐車施設であっても，周辺の人通

りの多寡や，係員の存在などにより，犯罪を見咎めら

れる可能性が異なる．犯罪行為を抑止しうるこうした

要因の不在・不足により，結果として犯行機会を与え

てしまう場所は，「犯罪を阻止できない場所（ Crime 
enablers）」[6]と呼ばれる．地理的犯罪予測においては，

潜在的な被害対象の多さを示す物理的環境に加え，こ

うした犯罪促進要因を同時に考慮することで，予測精

度の向上を見込むことができよう．しかし，施設周辺

の通行量といった情報は，現地を具に調査しなければ

得ることができず，データ分析に利用することは容易

ではない．  

1.2. 人の流れデータと年収推計データの利用  

東京大学空間情報科学研究センターが提供する「人

の流れ」データは，パーソントリップ調査の個票デー

タをもとに，移動者の毎分の位置情報を内挿補完した

ものである [7]．各レコードは，性別や年齢，利用交通

手段等の属性情報を有し，さらに拡大係数を用いるこ

とで，当該地点の滞留人口の推定値を得ることができ

る．すなわち，関心のある場所・地区周辺の通行量の

多寡を疑似的に得ることができる．  
また，犯罪学では，地区住民の所得階層，職業的地

位といった社会経済的地位（Socioeconomic Status: SES）
と犯罪との関連が以前から指摘されてきた（たとえば，

Kornhauser, 1978 [8]; Sampson and Groves, 1989 [9]など）．

一般に，犯罪は社会経済的地位の低い地区で発生しや

すい（Taylor et al., 2017[10]）が，こうした要素を考慮

することも，地理的犯罪予測を行う上で有用であると

考えられる．  
そこで本研究では，車上狙い等を対象とした RTM に

よる発生リスク予測に対して，潜在的な被害対象が多
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く存在しうる駐車場等の物理的環境に加え，周辺の通

行量，および社会経済的地位を考慮した分析を行う．

その際，通行量を示すものとして人の流れデータを，

社会経済的地位を示すものとして地区の世帯年収推計

データを用いる．  
 

2. 方法  

本研究では，福岡県下の一都市の中心市街地エリア

（面積約 5.5km2，2010 年時点人口 54,789 人）におい

て，同地域で発生した車上狙い等のリスク予測を行っ

た．予測とその検証は，あらかじめ設定した予測変数

により構成された RTM により，犯罪予測地図を作成

（予測のプロセス），その上で 2014 年 7-12 月に発生し

た車上狙い等の発生地点を重ね合わせ，設定した高リ

スクエリアにおいて，何割の発生地点を的中させるこ

とができたかを調べた（検証のプロセス）．   
予測の空間的な単位は，対象地域全体に設定された

25m 四方のグリッドセルであった（セル数は 8,423）．
予測の時間的な単位は，1 カ月ごととした．つまり，7
月から 12 月の車上狙い等発生地点を，1 ヵ月ごとに同

一の予測地図の上に重ね合わせ，月ごとにその予測精

度を評価した．  
RTM を構築する上で使用した予測変数は，①物理的

環境としての施設の分布状況：「駐車場・コインパーキ

ング」，「コンビニエンスストア」，「道路・細道路」の

分布，②通行量の多寡としての人の流れ：北部九州都

市圏の人の流れデータのうち，6-18 時までの「徒歩」，

「自転車・電動自転車」による移動で，かつ対象地域

内のトリップのみを抽出したもの，③社会経済的地位

を示すものとしての地区の世帯年収推計値：平均世帯

年収の推計値（年収別世帯数推計値に階級値を乗算後，

全世帯数で除したもの）であった．なお，③について

は町丁目ごとに求められたものとなる．データはそれ

ぞれ，①「Zmap-AREA II（2014-3 版）」株式会社ゼン

リン，②「2005 年北部九州都市圏人の流れデータセッ

ト」東京大学空間情報科学研究センター，③「年収別

世帯推計 2013 住宅所有形態：福岡県」株式会社マップ

マーケティング，から使用した．  
モデルの構築は，まず，①のみを用いて RTM を実

行した上で，そのリスク値に②と③から求めたリスク

値を足し合わせるという手順で行った．①から作成し

た RTM は，各施設の分布（駐車場やコンビニエンス

ストア等はポイント，道路等はライン）からカーネル

密度推定を行い，各変数の推定値を平均と標準偏差を

もとに 0-3 の 4 水準に再分類し，重ね合わせるという

手順で行われた．次に，②の各レコードに拡大係数を

かけ，点密度を求めたもの，③をもとに作成した町丁

目ごとの主題図（②，③ともに平均と標準偏差をもと

に 0-3 の 4 水準に分類：点密度や平均年収が少ないほ

ど，リスク値が高くなるよう割当て）を作成し，それ

ぞれのリスク値を①から作成した RTM に足し合わせ

た．  
一連の分析は，ArcGIS 10.3 を用いて行われた．  
 

3. 結果  

図 1 には，①から作成した RTM（①のみ），①と再

分類した②の値を足し合わせたもの（①＋②），①と再

分類した③の値を足し合わせたもの（①＋③），①，②，

③すべて足し合わせたもの（①＋②＋③）をそれぞれ

示した．なお，各予測地図では，リスク値を 10 水準に

等量分類し，上位 3 水準に属するセルを「高リスクエ

リア」として赤く塗った．   
予測精度の検証は，的中率：高リスクエリアで実際

の犯罪発生の何割を予測できたか，および，予測効率：

高リスクエリアの面積割合で的中率を除したもの，で

評価した．まず，月ごとに指標値を算出し，その平均

と標準偏差を求めた．表の右端には，月ごとに発生し

た実際の車上狙い等の発生件数を示している．たとえ

ば 7 月の場合，4 件の車上狙い等が発生しているが，

この月における的中率 25.0%は，4 件中 1 件を高リス

クエリアで的中させたことを意味する．  
的中率についてみると，6 ヵ月平均では①のみ（物

理的環境のみ）の RTM から，②の人の流れデータを

加えた場合では 40.9%から 47.1%と 6 ポイント程度精

度が向上している．これに③の年収データを加えると

（①＋②＋③）的中率は 40.9%から 56.3%まで向上し，

約 1.4 倍となる．月ごとの的中率をみても，①＋②＋

③の的中率は，8 月を除くすべての月で①のみの場合

を凌駕している．  
次に予測効率についてみると，①のみの場合と②を

加えた場合では，1.87 から 1.68 と低下している．これ

は，②を加えることで，対象地域全域に占める高リス

クエリアの面積割合が増加し，予測領域が広がってい

ることを意味する．しかし，これに③を加えると（①

＋②＋③），予測効率は 1.92 へと改善する．これは，

③を加えることで，高リスクエリアの面積が縮小した

ことを意味している．  
 

4. 考察  

今回は，物理的環境のみから構築した RTM に対し，

通行量の多寡を示すものとしての人の流れデータ，お

よび地区の社会経済的地位を示すものとしての世帯年

収推計データを考慮することで，的中率，および予測

効率が向上した．  
的中率からみると，物理的環境のみの場合（①のみ）

に対し，人の流れデータを加えた時点で，精度は 6 ポ  
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イント程度向上している．一方で，物理的環境に対し

て年収データのみを加えた場合では，的中率は向上し

なかった．しかし，人の流れ，および年収の両方を同

時に考慮することで，的中率はもとの RTM から約 1.4
倍に向上している．これは，各変数間の交互作用効果

と考えることができる．すなわち，潜在的被害対象が

多く存在するような物理的環境のうち，通行量が少な

く，かつ地区の社会経済的地位も低い場所では，そう

でない場合よりも車上狙い等に対して脆弱で，犯罪発

生リスクが高くなる，という解釈ができよう．  
一方で，予測地図の形状をみると，人の流れデータ

だけを加えた場合，物理的環境のみから構成される

RTM と比べ，高リスクエリアが細断され，分散する傾

向がみてとれる．人の流れは，その性質上，道路に沿

った形で分布する傾向にあるが，その分だけ予測領域

が分散・拡大することとなった．その結果として，全

体に占める面積割合が増加し，予測効率は 1.87 から

1.68 へと低下している．しかしながら，これに年収デ

ータを加えると，予測効率は 1.92 へと向上する．ここ

から，年収データは，的中率の向上には寄与しないが，

面積割合を低下させる効果を持っていたことがわかる．

予測地図の形状から，物理的環境に年収データのみを

 
図 1 犯罪予測地図  

表 1 予測精度の検証 

 

①のみ ①＋② ①＋③
①＋②
＋③

①のみ ①＋② ①＋③
①＋②
＋③

月次
発生件数

7月 25.0 50.0 25.0 75.0 1.14 1.79 1.29 2.56 4

8月 40.0 40.0 40.0 40.0 1.83 1.43 2.06 1.36 5

9月 27.3 27.3 27.3 36.4 1.25 0.97 1.41 1.24 11

10月 37.5 50.0 37.5 50.0 1.72 1.79 1.93 1.70 8

11月 55.6 55.6 55.6 66.7 2.54 1.98 2.86 2.27 9

12月 60.0 60.0 60.0 70.0 2.75 2.14 3.09 2.39 10

Mean 40.9 47.1 40.9 56.3 1.87 1.68 2.11 1.92

S.D. 13.1 10.8 13.1 15.0 0.60 0.39 0.68 0.51

予測効率的中率 (%)

40



 
  
 

 

加えた場合，高リスクエリアがわずかに減少している

のがみてとれるが，この削減された領域では，車上狙

い等が発生しておらず，予測効率を向上させる結果と

なった．ただし，今回は世帯数で地区の年収推計値の

合計を除すという処理を行っており，世帯数が少ない

地区では平均値が極端に高くなる傾向にある．このこ

とが，結果に影響している可能性があり，こうした点

に配慮した算出方法を検討してゆく必要がある．  
今回の検討では，物理的環境のみから犯罪予測モデ

ルを構築する場合と比べ，周辺の通行量の多寡や地区

の社会経済的地位を考慮することで，予測精度が大幅

に向上する可能性が示唆された．地理的な犯罪予測研

究においては，特に人流データを考慮したものは存在

せず，この点は新しい成果といえるだろう．ただし，

一般的には，予測変数が増えるほど，高リスクエリア

は増大し，予測効率は低下してしまう．警察実務での

活用を考えた場合，いたずらに予測領域が増えるのは

望ましくない．今回は年収データを加えることで，予

測効率も増加したものの，実際には，予測地図を作成

するまで，そうした結果を予想することは難しい．現

状では，考えうる様々な予測変数について，組合せを

変えながらモデル構築を試行してゆくしかなく，最適

な組合せにたどり着くまでに時間を要する．方法論に

ついて改善の余地があるといえよう．  
最後に，今回は既存のデータとして，人流データを

用いたが，犯罪を促進・抑止しうる多様な要因は他に

も考えられる．また，人の流れは，都市の中の巨視的

な通行量の多寡を示すものといえるが，よりミクロな

レベルで，犯罪に対する脆弱性を表す情報を観測，取

り入れることができれば，予測精度の向上に寄与する

であろう．これには，各種のモニタリング・センサリ

ングの技術の発展とその活用が期待されるところであ

り，データ収集が容易になれば，情報の利用可能性が

増すことになる．犯罪学におけるそうしたテクノロジ

ーとの融和は，今後ますます求められるところだろう． 
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